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第２回成長のための人的資源活用検討専門チーム 
事務局提出資料 
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資料１－２ 
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中堅企業での育児パターン別人的資本額の推移 

出産せずパターン 1年育休＋9年短時間パターン 10年退職＋復職パターン 10年退職＋パート労働パターン 

退職中の賃金をゼロ、復職後は、勤
続年数のリセット等により、勤続モデ
ルより低賃金となると仮定 

パート就労後の賃金は、短時間労働
者の平均賃金が適用されると仮定 

育児休業1年分の影響 

短時間勤務9年分の影響 

元のキャリアコース
に復帰できれば、
以後は影響なし 

退職無業10年分の影響 

勤続年数リセット等の
影響で、賃金が低下し
たことによる影響 

復職せずパートとなったことによる影響 

18歳以降の子どもの人的資本 育児休業時賃金をゼロ、短時間勤
務時に賃金が減額されると仮定 

人的資本の試算モデル① 育児休業・退職の影響 

（万円） 
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正規・非正規の違い 

大卒・中堅企業 高卒・中小企業 大卒・非正規 

大卒・中堅企業と高卒・中小企業
では、就職時点での期待収益に
大きな差 

高卒・中小企業でも、正社員であれ
ば、大卒・非正規よりも人的資本は高
く評価される 

人的資本の試算モデル② 非正規就業の影響 

（万円） 

移行・失職の可能性 
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人的資本の試算モデル③ 産業構造変化への対応 
2
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既存成熟分野I業種から新規成長分野J業種への移動モデル 

既存成熟分野I業種 新規成長分野J業種 産業転換モデル 

既存成熟分野I業種は、当初から生産性が
高いが、その後伸び悩むため、期待収益モ
デルでの人的資本の減耗率が高くなる。 

新規成長分野J業種は、当初の生産性
が低く期待収益モデルでの人的資本の
評価額が低くなるが、生産性が伸びるた
め、減耗が抑えられる。 

適切なタイミングで再訓練・事業転換を
行うことで、その労働者の人的資本を高
く保つことができる。 
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